
別紙１

１．趣旨

官民連携により我が国の航空インフラの国際展開を積極的に推進するため、官民の意見交換を行う場として設立する。

具体的には以下を行う。

①官民情報の共有、意見交換 ②官民協働でのセミナー開催 ③訪日ミッションの受入れ 等

２．参加者

○会 長：新日鐵住金㈱名誉会長 今井 敬

○副会長：大成建設㈱常務執行役員 国際営業本部長 鈴木 浩

住友商事㈱代表取締役 専務執行役員 コーポレート部門 企画担当役員（ＣＳＯ・ＣＩＯ） 田渕 正朗

（（一社）日本貿易会 経済協力委員会委員長 ）

○民間企業：７６社（会長・副会長含む）、関係機関：１０機関（平成２９年５月現在）
○政府機関：国土交通省（オブザーバー：外務省、財務省、経済産業省）

３．経緯

第１回 航空インフラ国際展開協議会総会（平成２５年４月２５日） 設立 梶山副大臣（当時）による冒頭ご挨拶

第２回 航空インフラ国際展開協議会総会（平成２６年６月２日） 高木副大臣（当時）は国会関係のため欠席

第３回 航空インフラ国際展開協議会総会（平成２７年５月２８日） 西村副大臣（当時）による冒頭ご挨拶

第４回 航空インフラ国際展開協議会総会（平成２８年６月１日） 津島政務官は急な公務のため欠席

航空インフラ国際展開協議会の概要

○ 本協議会は、官民連携により我が国の航空インフラの国際展開を積極的に推進するため、平成２５年４月に設立。

○ 民間企業７６社・関係機関１０機関が加盟。
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民間企業：７６社

（株）梓設計
（株）安藤・間
伊藤忠商事（株）
ＡＮＡホールディングス（株）
（株）エージーピー
（株）ＮＴＴデータ
（株）大林組
（株）岡村製作所
沖電気工業（株）
（株）オリエンタルコンサルタンツグローバル
(株)海外交通・都市開発事業支援機構
鹿島建設（株）
関西エアポート（株）
空港施設（株）
（株）熊谷組
（株）黒川紀章建築都市設計事務所
（株）国際協力銀行
国際空港上屋（株）
五洋建設（株）
ＪＦＥエンジニアリング（株）
清水建設（株）
（株）ＪＡＬＵＸ
新日鐵住金（株）
シンフォニアテクノロジー（株）
杉江製陶（株）
住友商事（株）
住友不動産（株）
双日（株）
損害保険ジャパン日本興亜（株）
大成建設（株）
（株）竹中工務店
タマ・プロジェクト企画開発
中部国際空港（株）
ＴＳＵＣＨＩＹＡ（株）
東亜建設工業（株）
（株）東芝
東洋建設（株）
有限責任監査法人トーマツ

トーヨーカネツソリューションズ(株)
豊田通商（株）
成田国際空港（株）
西松建設（株）
西村あさひ法律事務所
日揮（株）
（株）日建設計
（株）ＮＩＰＰＯ
日本貨物航空（株）
日本道路（株）
（株）日本空港コンサルタンツ
日本空港ビルデング（株）
日本工営（株）
日本航空（株）
（株）日本総合研究所
日本電気（株）
（株）日本貿易保険
日本無線（株）
（株）野村総合研究所
パシフィックコンサルタンツ（株）
光触媒コンソーシアム
（株）日立国際電気
富士通（株）
古河電気工業（株）
（特非） 北東アジア輸送回廊ネットワーク
前田建設工業（株）
丸紅（株）
（株）みずほ銀行
（株）三井住友銀行
三井住友建設(株)
三井物産（株）
三井不動産（株）
三菱地所（株）
三菱商事（株）
（株）三菱総合研究所
三菱電機（株）
（株）三菱東京UFJ銀行
明星電気（株）

関係機関：１０機関

（一社）海外運輸協力協会
（一社）海外建設協会
（国研）海上・港湾・航空技術研究所
（一財）航空交通管制協会
（一財）航空保安無線システム協会
（一財）港湾空港総合技術センター
（独）国際協力機構
（一財）日本気象協会
（一社）日本貿易会
（独）日本貿易振興機構

（以上５０音順）

国土交通省

（オブザーバー）
外務省
経済産業省
財務省

（以上５０音順）

（平成２９年５月現在）（以上５０音順）

航空インフラ国際展開協議会の参加企業・関係機関

2


